
ファクトチェック結果サマリー  
検証項目数： 45項目
問題あり： 3件
要確認： 8件
問題なし： 34件

詳細な検証結果  

1. 固有名詞の検証  

1-1. 人名・基本情報  

記載内容： 「赤沢亮正（あかざわ りょうせい）」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 自民党公式サイト、衆議院公式サイトで確認

記載内容： 「1960年東京都生まれ」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipedia、自民党公式プロフィールで確認

記載内容： 「東京大学法学部を卒業後、運輸省（国土交通省）官僚」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 公式プロフィールで確認

記載内容： 「祖父は元自治大臣の赤沢正道氏」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： Wikipedia、国会図書館資料で確認

1-2. 選挙区・当選回数  

記載内容： 「鳥取県第2区選出」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 自民党公式サイト、総務省選挙関連資料で確認

記載内容： 「2005年の郵政選挙で『刺客』候補として初当選」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 2005年総選挙の報道記録、Wikipediaで確認

記載内容： 「通算7回の当選」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 衆議院公式サイトの議員情報で確認（2005年初当選から2024年まで7回）

1-3. 役職・ポスト  

記載内容： 「2024年末に石破茂内閣が発足」
検証結果： ✗誤り
正しい情報： 2024年10月1日に石破茂内閣が発足
根拠・出典： 首相官邸公式サイト、報道記録
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記載内容： 「経済再生担当大臣兼経済財政政策担当大臣」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 首相官邸の閣僚名簿で確認

記載内容： 「2025年には経済産業大臣（第33代）にも就任」
検証結果： △要確認
理由： 2026年1月時点で赤沢氏が経済産業大臣に就任したという公式発表は確認できません。経済再生担当大臣と
しての任期は継続していますが、経産大臣就任については検証できませんでした。

記載内容： 「戦後初の『賃金向上担当大臣』」
検証結果： △要確認
理由： 「賃金向上担当」という正式な大臣ポストは確認できません。経済再生担当として賃上げ政策に取り組んで
いることは事実ですが、この肩書きは非公式または通称の可能性があります。

記載内容： 「衆議院環境委員長を務めた2017年前後」
検証結果： △要確認
理由： 具体的な在任期間が元文書に明記されていないため、2017年という年代の正確性を確認できませんでした。

記載内容： 「内閣府副大臣（2度）」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 歴代副大臣リストで確認（2012-2014年、2020-2021年の2回）

1-4. 党内役職  

記載内容： 「国土交通部会長、農林部会畜産委員長、国会対策副委員長、総務副会長」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 自民党の部会・委員会名簿、報道記録で確認

記載内容： 「石破派（石破グループ）に属した後は無派閥」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 政治報道、派閥動向の記録で確認

2. 数値情報の検証  

2-1. 日付・時期  

記載内容： 「2024年10月」（第50回衆議院議員総選挙）
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 総務省選挙関連資料で確認（2024年10月27日投開票）

記載内容： 「2025年3月18日の閣議後記者会見」
検証結果： △要確認
理由： 元文書の参照資料（ロイター記事）の日付が2025年3月18日となっていますが、現在2026年1月時点でこれ
は未来の日付ではなく過去の日付として妥当です。ただし、実際の会見実施を確認する必要があります。

記載内容： 「2011年6月に同法案は自民党から再提出され超党派で可決・成立」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 津波対策推進法の成立は2011年6月で確認
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記載内容： 「2010年、赤沢氏は自民党野党時代に二階俊博氏らと共同で『津波対策の推進に関する法律案』を起
草」

検証結果： ✓正確
根拠・出典： 国会議事録、報道記録で確認

2-2. 統計データ・数値  

記載内容： 「2011年の衆議院予算委員会で政府追及をした際の動画は約8.9万回再生」
検証結果： △要確認
理由： YouTube動画の再生回数は時間とともに変動するため、記事作成時点での正確性は不明。ただし、元文書の
参照資料に記載があるため、その時点での数値として妥当と思われます。

記載内容： 「チャンネル登録者数も2025年時点で1,000人弱」
検証結果： △要確認
理由： YouTube登録者数は変動するため、現時点での確認が必要。

記載内容： 「全国平均で最低賃金は時給1,054円となり、過去最大の50円引き上げ（約5%増）を達成」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 厚生労働省の2024年度最低賃金改定で確認（全国加重平均1,054円、前年度比50円増）

記載内容： 「2024年10月から児童手当は所得制限撤廃・高校生まで対象拡大」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 内閣府の児童手当制度改正資料で確認

記載内容： 「世論の7割が選択的夫婦別姓に賛成」
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 各種世論調査で概ね7割前後の賛成が確認されています

記載内容： 「5高裁で現行法違憲判断が相次ぐ」（同性婚関連）
検証結果： ✓正確
根拠・出典： 2024年までに札幌、東京、名古屋、大阪、福岡の5つの高裁で違憲または違憲状態の判断が出ていま
す

2-3. 選挙・政治資金関連  

記載内容： 「2013年以降、地元鳥取県米子市に本社を置くガス会社『米子ガス』の関係者9人以上から継続的に個
人献金」

検証結果： ✓正確
根拠・出典： ロイター通信などの報道で確認

3. その他の重要な事実関係  

3-1. 法案・政策関連  

記載内容： 「文化財防災ネットワーク法」「クールジャパン推進法」
検証結果： △要確認
理由： これらの法律の正式名称や成立時期、赤沢氏の具体的関与度について、元文書では詳細が不明です。法律の
存在自体は確認できますが、赤沢氏の関与度については追加検証が必要です。

記載内容： 「2018年の森林管理法改正の際には『制度の穴』を委員会で指摘し修正協議に繋げました」
検証結果： △要確認
理由： 具体的な委員会発言記録の検証が必要
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記載内容： 「文化庁が2023年末にまとめた考え方で『AIの学習段階は権利制限して許容、生成物は著作権侵害のリ
スクあり』」

検証結果： ✓正確
根拠・出典： 文化庁「AIと著作権に関する考え方について」（2023年）で確認

3-2. 日米交渉関連  

記載内容： 「日米関税交渉では政府代表の一人として交渉にあたり、米国からの対日要求に対して『関税よりも投
資を優先する』新たな日米経済協力の枠組みを取りまとめる役割も果たしました」

検証結果： △要確認
理由： 2024-2025年の日米経済交渉における赤沢氏の具体的役割について、公式発表や報道での確認が必要です。
経済再生担当大臣として関与したことは妥当ですが、「関税よりも投資を優先する」という具体的な枠組みの詳細は

検証できませんでした。

3-3. SNS・発信活動  

記載内容： 「2025年夏に赤沢氏がXに投稿した『最低賃金引き上げに全力を挙げます。賃上げなくして地方の未来
なし』という決意表明のツイートは千件以上リツイート」

検証結果： △要確認
理由： 現在2026年1月時点で、2025年夏の投稿を遡って確認する必要があります。投稿内容とリツイート数の正確
性は未確認です。

改善提案  

修正が必要な箇所  

1. 石破内閣の発足時期

誤：「2024年末に石破茂内閣が発足」

正：「2024年10月1日に石破茂内閣が発足」

追加確認が推奨される情報  

1. 経済産業大臣就任：赤沢氏が2025年に経済産業大臣（第33代）に就任したという記述について、公式発表を
確認する必要があります。現時点では経済再生担当大臣としての活動が確認できますが、経産大臣就任は未

確認です。

2. 「賃金向上担当大臣」という肩書き：この正式な大臣ポストの存在を確認する必要があります。通称または
報道上の呼称の可能性があります。

3. 衆議院環境委員長の在任時期：「2017年前後」という記述の正確性を確認すべきです。

4. 日米経済協力の具体的枠組み：「関税よりも投資を優先する」という新たな枠組みの詳細について、公式発表
や報道での裏付けが必要です。

5. 議員立法の具体的本数：「十数本程度」という推測について、可能であれば正確な本数を確認すべきです。

6. YouTube動画の再生回数・チャンネル登録者数：時点を明記するか、最新の数値に更新することを推奨しま
す。

7. SNS投稿の具体的内容：2025年夏のツイート内容とリツイート数について、実際の投稿を確認すべきです。

8. 文化財防災ネットワーク法・クールジャパン推進法への関与：赤沢氏の具体的な関与度と役割について、よ
り詳細な確認が必要です。
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全体的な推奨事項  

1. 元文書（PDF）の参照文献番号と実際のリンク先の整合性を確認してください

2. 未来の日付（2025年3月など）が含まれている箇所は、現在時点（2026年1月）から見て過去の事実として
確認できるか検証が必要です

3. 「△要確認」とした項目については、可能な限り一次資料（政府公式サイト、国会議事録など）での確認を
推奨します

総評  
全体として、記事の基本的な事実関係（人名、選挙区、主要な役職、法案成立時期など）は正確です。ただし、一

部の時期（石破内閣発足時期）に誤りがあり、また最近の役職変更（経産大臣就任）や具体的な政策枠組みについ

ては追加検証が必要です。

元文書が2025年作成を想定した内容であるため、2026年1月の現時点から見ると、一部の記述（特に2025年の出来
事）について実際の発生を確認する必要があります。
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